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【写真左から1番目】
久保　勝広　様
（にしはらバイオエナジー株式会社　代表取締役社長）
【写真右から2番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治
【写真右から1番目】
本会　事務局次長兼総務企画部長　新崎　盛信

にしはらバイオエナジー株式会社 様

【写真左から2番目】
粟国　彰　様
（第 9 回全沖縄空手道選手権大会　大会長）
【写真左から１番目】
空田　仁則　様
（第 9 回全沖縄空手道選手権大会実行委員長兼極真会館　空田道場　代表師範）
【写真右から2番目】
本会　会長　湧川　昌秀
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

極真会館　空田道場　様

【写真左から4番目】
上原　道子　様
（いけばなインターナショナル沖縄支部　支部長）
【写真左から3 番目】
照屋　洋子　様
（いけばなインターナショナル沖縄支部　第1副支部長）
【写真左から2番目】
安次富　悦子　様
（いけばなインターナショナル沖縄支部　第 2副支部長）
【写真左から1番目】
運天　ルツ子　様
（いけばなインターナショナル沖縄支部　第 3副支部長）
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

いけばなインターナショナル　沖縄支部　様

【写真左から1番目】
ティーラン獅沙選手
（株式会社　琉球ドラゴンプロレスリング　プロレスラー）
【写真右から2番目】
本会　会長　湧川　昌秀
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

株式会社　琉球ドラゴンプロレスリング　様

【写真左から3 番目】
大東　晋也　様
（株式会社モダンプロジェ　常務取締役兼資産活用部本部長）
【写真左から2番目】
簀戸　健志　様
（株式会社モダンプロジェ　取締役兼資産活用部部長）
【写真左から1番目】
進藤　雅文　様
（株式会社モダンプロジェ　執行役員）
【写真右から2番目】
本会　会長　湧川　昌秀
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

株式会社モダンプロジェ　様

【写真右から2番目】
大城　真美　様
（生命保険ファイナンシャルアドバイザー協会　沖縄県協会　会長）
【写真右から1番目】
中野　晴希　様
（ソニー生命保険株式会社　トータル・ライフ・コンサルタント）
【前列中央】
受領団体の皆さま
【写真左から１番目】
本会　事務局長　高良　正樹

生命保険ファイナンシャルアドバイザー協会　
沖縄県支部　様

寄附・寄贈者芳名（4月1日～5月31日）御寄附・御寄贈いただき、誠にありがとうございました。

作品名：「行逢りば兄弟（いちゃりばちょーでー）」（第16回かりゆし美術展　彫刻の部　銅賞）
作成者：富山　美智子　さん（宜野湾市）

令和7年度 沖縄県社会福祉協議会
事業報告・決算（概要）
令和7年度 沖縄県共同募金会
事業報告・決算（概要）
《特集》県内社会福祉施設における
公益的な取組実施状況
～調査結果から見えた多様な取組～

❷
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福祉のしごと就職フェア2026開催
求人出展法人募集中！
～効果的な事業の実施を目指して～
生活福祉資金貸付事業 新任職員研修会を開催／
「地域におけるヤングケアラー支援のポイント」発行
寄附者芳名、表紙の作者のご紹介　他
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　温かな笑顔が魅力的な富山美智子さん（64 歳）は、ご友人の作品展に足を運んだことがきっかけとなり、木彫り
彫刻の教室に通い始めました。現在は週に1度、木彫りサークル（お木楽会）で活動しています。
　表紙作品は、ホオノキの木材を使用し、シーサーの表情や顔の立体感を表現することに試行錯誤しながら、約半年
間かけて仕上げました。作品に向き合っている時に脳裏に浮かんできた【いちゃりばちょーでー】の黄金言葉は、平
和を願う想いも込め彫り入れました。
　木彫り彫刻は、木材に一彫り入れたその瞬間から自分の作品になるのが魅力。サークル仲間と「作品を枕にして寝
てもいいよね」と話されるほど、愛着が湧いてくると言います。　　
　今後も多彩な表情がある【シーサー】をテーマに作品作りに取り組みたいと話されていました。
魅力溢れる「木彫り彫刻」の世界。皆さまもチャレンジしてみてはいかがでしょうか。
（お木楽会：まーいまーいＮａｈａ毎週水曜日12：30 ～サークル仲間募集中です）

表紙の作品
作品名「行逢りば兄弟
（いちゃりばちょーでー）」

作成者：富山 美智子さん

社協福祉ライブラリーから

本の紹介

著　者：鍵屋　一
出版社：中央法規出版

だれでも防災

だれかのための配慮が、みんなのためにな
る！
「かんぺきな防災より続けられる防災」を
テーマに、命を守るためこれだけはやって
おきたい「これだけ防災」や、タイプ別の避
難方法、避難所生活での注意点、被災時に
利用できる支援について等、状況に応じた
具体的な情報が満載です。様々な災害が
増えている今だからこそ、読んでおきたい
本です。

　沖縄県社会福祉協議会は、「支え合い安
心して暮らせる地域社会」の実現、沖縄県
の方々が抱える困りごとの解決に向けて、
企業・各種団体・住民の皆様にお力添え
いただきたく、会員を募集しております。
　会員の皆様のご協力のもと、県内の地
域福祉をより一層充実していきたいと考え
ておりますので、ご支援をいただきますよ
うお願い申し上げます。

沖縄県社会福祉協議会
会員を募集しています！

お問合せ先：総務企画部
TEL.098-887-2000

※詳細は、下記お問合せ先にお気軽に
　ご連絡ください。

決定版
避難が難しい人の
ための一冊

※本会への寄附については、税制上の優遇措
置が受けられます。詳しくは総務企画部まで

・蔵當　博文　様
・宮里　絹子　様

写真掲載以外の寄附・寄贈者芳名写真掲載以外の寄附・寄贈者芳名
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令和7年度 沖縄県社会福祉協議会 事業報告（概要）
　本会では、「沖縄県社協第５次地域福祉活動総合計画」に基づき、制度の狭間の課題や社会的孤立の解消・
防止に向け、第Ⅱ期 THANKS（サンクス）運動の推進強化を図るとともに、本年度の事業計画に基づき、次
の通り各種事業に取り組みました。

１. 地域福祉の推進及び福祉文化の形成
（１）ＴＨＡＮＫＳ（サンクス）運動の展開
■ THANKS（サンクス）運動の推進に向けて、幹事会
及び推進会議を開催し、推進体制の強化を図った。また、
幹事会（テーマ別部会）を開催し、その成果として『地
域におけるヤングケアラー支援のポイント』を作成した。
■ 「企業・団体の地域貢献活動推進セミナー」を開催し、
県内の先駆的な取り組み事例を紹介するなどして、企業等
の運動への参画促進を図った。また、本会会員企業等に
協賛団体への加入を呼びかけ、新たに6団体が加入した。
■ 県から受託した「重層的支援体制構築に向けた後方
支援事業（ゆいまーる事業）」において、「重層的支援
体制整備事業への移行準備事業」を実施または予定し
ている市町村行政を巡回して制度説明会を開催するとと
もに、当該行政・社協を対象に「包括的な支援体制づ
くり検討会」を開催し、行政と社協が連携した事業の実
施体制づくりの推進を図った。
■ 全国の社協と共催で「第 4 回『地域づくり』と『居
場所のチカラ』を考えるこども食堂と社協の協働実践研
修会」を開催し、県内外の活動状況等の共有を図った。
また、「宮古島市連絡会 “みやこパニパニ・ミーティング
2025”（宮古島市と共催）」や「ビギナーズ・ミーティン
グ（活動初心者向け連絡会）」、「スパイス・ミーティン
グ（こどもの居場所全体連絡会）」を開催し、支援情報
の共有と居場所同士のつながりづくりを推進した。
■ 今年度新たに 41 団体が県こどもの居場所ネットワー
クに加入し、合計加入数は346団体となった。
■ 市町村社協の福祉教育担当者や教育関係者を対象に
「福祉教育推進セミナー」を開催し、社協と学校が協働し
た福祉教育の進め方について共通認識を図った。　ほか
（２）民生委員児童委員活動の強化・支援
■ 12 月の一斉改選に向けて、単位民児協のヒアリング
や定例会、地区別事務局会議（北部・中部・南部）に
職員を派遣し、なりて確保に向けた取り組みの好事例等
の情報提供や助言を行い、市町村民児協における取り
組みの推進を図った。
■ 沖縄県民生委員児童委員協議会（県民児協）と共催
で「第 32 回沖縄県民生委員児童委員大会」を開催し、
民生委員児童委員のやりがいや働きながらできる活動に
ついての実践報告に基づいたパネルディスカッションを
行い、今後の活動に対する機運醸成を図った。　ほか
（３）災害時における危機管理体制の強化

■ 災害対応マニュアル未策定の社協への個別訪問のほ
か、近隣の未策定社協合同による連絡会にて策定の先
行事例の情報提供・助言を行うことで、マニュアルの策
定促進を図った。
策定済み　20社協（R7新規：今帰仁村、読谷村、浦添市、
与那国町）
■ 与那原町・与那原町社協と共催で「災害ボランティ
アセンター運営者研修会」を開催し、センターの設置・
運営訓練や研修を通じて、被災者支援に携わる人材の
育成と資質向上を図った。
■ 「沖縄県災害派遣福祉チーム（DWAT おきなわ）」の
チーム員登録研修を開催し、新たに 31 人を養成し、登
録者数は211人となった。
■ 「社会福祉施設等における災害時事業継続計画
（BCP）策定・運用研修会」を開催し、BCP 策定のポイ
ントを再確認するとともに、研修・訓練の方法等を協議・
共有し、各施設の災害対応力の強化を図った。
■ 県補助金を活用し、災害時の資機材としてポータブル電
源及びソーラーパネルを購入し、県内市町村社協及び本会
に設置することにより災害時の支援体制の強化を図った。
■ 令和 7 年 8 月に発生した九州豪雨災害では、九州社
会福祉協議会連合会幹事県として、熊本県八代市災害
ボランティアセンターの運営支援のための職員派遣要請
を受け、九州各県・指定都市社協間で職員の派遣調整
を行った。
派遣期間：8月29日～ 9月26日（派遣人数 22人）
■ 沖縄県としては、「沖縄県内社会福祉協議会災害時
相互応援協定」に基づき、各地区社連、市町村社協と
被災地の状況の情報共有や職員派遣要請への対応につ
いて連絡調整を行った。
【熊本県八代市災害 VC運営支援】
派遣期間：8月29日～ 9月2日、9月18日～22日
派遣人数：4人（県社協2人、市町村社協2人）

２. 地域自立生活を支える福祉基盤づくり
（１）生活困窮者等の自立に向けた支援
■ 市町村社協や民生委員・児童委員、各関係機関と連

携し、生活福祉資金等の貸付を行い、低所得者世帯等
の経済的自立を支援した。
【決定状況】生活福祉資金 318 件、要保護世帯向け不
動産担保型生活資金 4 件、児童養護施設退所者等自立
支援資金25件
■ 滞納世帯を対象に市町村社協との合同償還指導・相
談会を実施し、借受人等と少額返済や猶予、免除につ
いて相談を行った。
世帯訪問2,531件、電話相談1,181件、来所相談 233件
■ コロナ特例貸付利用者へ生活実態調査を実施し、そ
の結果をもとに「コロナ特例貸付利用者支援のあり方検
討委員会」を開催し、コロナ前とコロナ後の生活状況の
変化について、有識者や支援機関を交えて共通理解を図
るとともに、今後の支援のあり方を検討した。　ほか
（２）総合的な権利擁護体制づくりの推進
■ 認知症等により判断能力が不十分な人の地域生活を
支援する日常生活自立支援事業については、市町村社協
との連携により779人の支援を行った。これまで、新規
契約が113件、解約が117件となった。
■ 令和 8 年 4 月からの利用料の見直しに向けて、市町
村社協と連携して利用者への説明を行った。また、「業
務マニュアル」を改訂し、適正かつ効率的な事業の推
進強化を図った。　ほか
（３）運営適正化委員会の機能強化
■ 運営適正化委員会において、福祉サービスに関する
利用者等からの苦情 117 件を受け付け、委員会での協
議等をもとに相談対応・助言等を行い、苦情解決に向
けた支援に取り組んだ。　ほか
（４）福祉サービスを必要とする矯正施設退所者等への支援
■ 地域生活定着支援センターにおいて、矯正施設から
の退所予定者 39 人に対しコーディネート業務（延べ
673 回）を行い、面談を通してアセスメントを行い、本
人のニーズ及び支援にあたっての課題の把握を行った。
■ 矯正施設を退所した 93 人に対しては、フォローアッ
プ業務（延べ 1,062 回）を行い、関係機関と連携して
地域生活の継続に向けた支援に取り組んだ。
■ 高齢・障害のある被告人が身柄を釈放された後、円
滑な地域生活に必要な福祉サービスが利用できるよう、
3 人の新規依頼を含む 13 人に福祉サービスの利用手続
きや帰住先の確保等の支援を行った。（被疑者等支援業
務266回）　ほか

３.福祉サービスの質の向上
（１）福祉施設提供サービスの質の向上
■ 各種別協議会において職員研修・大会を47回開催（う
ちハイブリット4回、オンライン9回）し、延べ 3,847人・
23施設が参加した。
■ 「第9回九州保育三団体研究大会（7月17～18日）」
を開催し、実践発表を踏まえた研究協議を通じて、保
育サービスの質の向上や保育の重要性を広く発信するこ
とができた。参加者1,217人
■ 「第 42 回九州身体障害児者施設研究大会（9 月 25
～ 26 日）」を開催し、障害福祉施策の動向を共有する
とともに、実践事例に基づく研究協議を行うことで、今
後の障害福祉支援の充実につなげることができた。参
加者335人　ほか
（２）福祉人材の養成・確保・定着等の推進
■ 「福祉のしごと就職フェア」を 3 回実施し、求職者が
福祉施設事業所と直接対話し、就職活動等の機会を創
出することができた。
参加事業所 69法人、参加者 192人、採用者16人
■ 介護福祉士修学資金等貸付事業及び保育士修学資金
等貸付事業を実施し、資格取得支援並びに人材の確保
に努めた。
【決定状況】
介護福祉士修学資金等貸付事業 223件
保育士修学資金等貸付事業358件
■ 10 月 12 日に実施した介護支援専門員実務研修受講
試験は、受験者 631人のうち149人（前年度比－70人）
が合格し、合格率が23.6％( 前年比－6.5％)であった。
■ 福祉人材研修センターにおいて、社会福祉従事者の職
種別研修や「キャリアパス対応生涯研修課程」、民生委員
児童委員の研修等、全 18 コースの研修を実施し、従事
者等の資質向上を図った。（延べ 3,141人が受講）　ほか
（３）介護技術等の普及による介護意識の醸成
■ 介護実習・普及センターにおいて一般県民を対象に、
介護講座を通し、介護知識・技術の普及啓発を図った。
また、介護従事者向けの専門講座を開催し、介護従事
者のスキルアップ等を図った。
■ 「第13回福祉機器展2025」を7月4～5日に開催し、
県民の福祉用具に関する知識を広め、在宅介護の支援
に努めた（参加人数1,070人）　ほか

４. 明るい長寿社会づくり
（１）高齢者の生きがいと健康づくりの推進
■ 「第 16 回沖縄ねんりんピック（スポーツ交流大会、
文化交流大会）」（19 種目、2,612 人参加）、「第 16 回
かりゆし美術展」（出展数 179 点、1,356 人来場）を開
催した。また、「第 37 回全国健康福祉祭ぎふ大会」へ
選手団 96人（選手 90人、役員6人）の派遣及び美術
作品12作品の出品を行った。

■ 「沖縄県かりゆし長寿大学校」は、地域文化、健康
福祉、生活環境の 3 学科計 144 人に体系的な学習の場
を提供し、高齢者の生きがいと健康の保持・増進及び
地域活動の担い手の養成を図った。　ほか

５. 企画広報・助成・提言活動の推進
（１）調査研究・企画活動の強化
■ 総合企画委員会において、第 5 次計画の中間評価及
び計画の改定（案）の取りまとめを行い、理事会・評議
員会の審議を経て、第5次総合計画を改定した。　ほか
（２）福祉施策への提言・要請活動の強化
■ 県社会福祉施策・予算対策協議会において、社会福
祉施設等に対する物価高騰対策等の拡充やコミュニティ
ソーシャルワーカーの専任職員かつ正規職員の配置等、
各福祉施設・団体の要請内容を取りまとめ、県や市町村
に対し要請を行った。（県へ令和 7 年度要請 1 項目を含
む30 項目、市町村及び市町村議会へ 25項目）　ほか
（３）広報・啓発及び情報提供機能の強化
■ 「第 68 回沖縄県社会福祉大会」を 10 月 29 日に沖
縄コンベンションセンター劇場棟で開催した。　ほか
（４）資金助成による活動支援の推進
■ 令和 7 年度の社会福祉振興基金の一般助成として、
22 団体 44 事業に 14,713 千円の助成を行い、民間社
会福祉関係団体やNPO法人等の活動を支援した。
■ THANKS（サンクス）運動基金に寄せられた寄附金を財

源とした助成事業において 3 団体（こども冒険エコクラブ、
北谷町社協、与那国町社協）へ助成金を交付した。　ほか

６. 組織体制・財政基盤の強化
（１）組織体制・財政基盤の強化
■ 財政状況の推移や今後の課題について、職員と共通
認識を図るとともに、副部所長等で構成される財政計画
検討会、管理職で構成される策定会議を開催する等、
財政強化アクションプラン（仮称）の策定に取り組んだ。
■ 九州社会福祉協議会連合会の事務局として、全国・
九州各県・指定都市社協と連絡調整や九州各県の社会
福祉事業従事者等に対する顕彰を行った。また、令和
7 年 8 月の九州豪雨災害を受け、ブロック会議の開催、
被災地の情報提供、熊本県八代市社協への応援職員派
遣調整等を行った。
■ 県総合福祉センターの指定管理者として、公正な貸館
業務、建物・設備の維持管理・修繕整備等を適切に実施し、
施設利用者の安全性や利便性の向上に努めた。　ほか

事業計画は、県社協ホームページでもご覧いただけます。

▲ サンクス運動
　（協賛団体登録証交付式）

▲ 災害支援（DWAT研修）

▲ 介護（介護の日） ▲ 長寿社会（大学校運動会）
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１. 地域福祉の推進及び福祉文化の形成
（１）ＴＨＡＮＫＳ（サンクス）運動の展開
■ THANKS（サンクス）運動の推進に向けて、幹事会
及び推進会議を開催し、推進体制の強化を図った。また、
幹事会（テーマ別部会）を開催し、その成果として『地
域におけるヤングケアラー支援のポイント』を作成した。
■ 「企業・団体の地域貢献活動推進セミナー」を開催し、
県内の先駆的な取り組み事例を紹介するなどして、企業等
の運動への参画促進を図った。また、本会会員企業等に
協賛団体への加入を呼びかけ、新たに6団体が加入した。
■ 県から受託した「重層的支援体制構築に向けた後方
支援事業（ゆいまーる事業）」において、「重層的支援
体制整備事業への移行準備事業」を実施または予定し
ている市町村行政を巡回して制度説明会を開催するとと
もに、当該行政・社協を対象に「包括的な支援体制づ
くり検討会」を開催し、行政と社協が連携した事業の実
施体制づくりの推進を図った。
■ 全国の社協と共催で「第 4 回『地域づくり』と『居
場所のチカラ』を考えるこども食堂と社協の協働実践研
修会」を開催し、県内外の活動状況等の共有を図った。
また、「宮古島市連絡会 “みやこパニパニ・ミーティング
2025”（宮古島市と共催）」や「ビギナーズ・ミーティン
グ（活動初心者向け連絡会）」、「スパイス・ミーティン
グ（こどもの居場所全体連絡会）」を開催し、支援情報
の共有と居場所同士のつながりづくりを推進した。
■ 今年度新たに 41 団体が県こどもの居場所ネットワー
クに加入し、合計加入数は346団体となった。
■ 市町村社協の福祉教育担当者や教育関係者を対象に
「福祉教育推進セミナー」を開催し、社協と学校が協働し
た福祉教育の進め方について共通認識を図った。　ほか
（２）民生委員児童委員活動の強化・支援
■ 12 月の一斉改選に向けて、単位民児協のヒアリング
や定例会、地区別事務局会議（北部・中部・南部）に
職員を派遣し、なりて確保に向けた取り組みの好事例等
の情報提供や助言を行い、市町村民児協における取り
組みの推進を図った。
■ 沖縄県民生委員児童委員協議会（県民児協）と共催
で「第 32 回沖縄県民生委員児童委員大会」を開催し、
民生委員児童委員のやりがいや働きながらできる活動に
ついての実践報告に基づいたパネルディスカッションを
行い、今後の活動に対する機運醸成を図った。　ほか
（３）災害時における危機管理体制の強化

■ 災害対応マニュアル未策定の社協への個別訪問のほ
か、近隣の未策定社協合同による連絡会にて策定の先
行事例の情報提供・助言を行うことで、マニュアルの策
定促進を図った。
策定済み　20社協（R7新規：今帰仁村、読谷村、浦添市、
与那国町）
■ 与那原町・与那原町社協と共催で「災害ボランティ
アセンター運営者研修会」を開催し、センターの設置・
運営訓練や研修を通じて、被災者支援に携わる人材の
育成と資質向上を図った。
■ 「沖縄県災害派遣福祉チーム（DWAT おきなわ）」の
チーム員登録研修を開催し、新たに 31 人を養成し、登
録者数は211人となった。
■ 「社会福祉施設等における災害時事業継続計画
（BCP）策定・運用研修会」を開催し、BCP 策定のポイ
ントを再確認するとともに、研修・訓練の方法等を協議・
共有し、各施設の災害対応力の強化を図った。
■ 県補助金を活用し、災害時の資機材としてポータブル電
源及びソーラーパネルを購入し、県内市町村社協及び本会
に設置することにより災害時の支援体制の強化を図った。
■ 令和 7 年 8 月に発生した九州豪雨災害では、九州社
会福祉協議会連合会幹事県として、熊本県八代市災害
ボランティアセンターの運営支援のための職員派遣要請
を受け、九州各県・指定都市社協間で職員の派遣調整
を行った。
派遣期間：8月29日～ 9月26日（派遣人数 22人）
■ 沖縄県としては、「沖縄県内社会福祉協議会災害時
相互応援協定」に基づき、各地区社連、市町村社協と
被災地の状況の情報共有や職員派遣要請への対応につ
いて連絡調整を行った。
【熊本県八代市災害 VC運営支援】
派遣期間：8月29日～ 9月2日、9月18日～22日
派遣人数：4人（県社協2人、市町村社協2人）

２. 地域自立生活を支える福祉基盤づくり
（１）生活困窮者等の自立に向けた支援
■ 市町村社協や民生委員・児童委員、各関係機関と連

携し、生活福祉資金等の貸付を行い、低所得者世帯等
の経済的自立を支援した。
【決定状況】生活福祉資金 318 件、要保護世帯向け不
動産担保型生活資金 4 件、児童養護施設退所者等自立
支援資金25件
■ 滞納世帯を対象に市町村社協との合同償還指導・相
談会を実施し、借受人等と少額返済や猶予、免除につ
いて相談を行った。
世帯訪問2,531件、電話相談1,181件、来所相談 233件
■ コロナ特例貸付利用者へ生活実態調査を実施し、そ
の結果をもとに「コロナ特例貸付利用者支援のあり方検
討委員会」を開催し、コロナ前とコロナ後の生活状況の
変化について、有識者や支援機関を交えて共通理解を図
るとともに、今後の支援のあり方を検討した。　ほか
（２）総合的な権利擁護体制づくりの推進
■ 認知症等により判断能力が不十分な人の地域生活を
支援する日常生活自立支援事業については、市町村社協
との連携により779人の支援を行った。これまで、新規
契約が113件、解約が117件となった。
■ 令和 8 年 4 月からの利用料の見直しに向けて、市町
村社協と連携して利用者への説明を行った。また、「業
務マニュアル」を改訂し、適正かつ効率的な事業の推
進強化を図った。　ほか
（３）運営適正化委員会の機能強化
■ 運営適正化委員会において、福祉サービスに関する
利用者等からの苦情 117 件を受け付け、委員会での協
議等をもとに相談対応・助言等を行い、苦情解決に向
けた支援に取り組んだ。　ほか
（４）福祉サービスを必要とする矯正施設退所者等への支援
■ 地域生活定着支援センターにおいて、矯正施設から
の退所予定者 39 人に対しコーディネート業務（延べ
673 回）を行い、面談を通してアセスメントを行い、本
人のニーズ及び支援にあたっての課題の把握を行った。
■ 矯正施設を退所した 93 人に対しては、フォローアッ
プ業務（延べ 1,062 回）を行い、関係機関と連携して
地域生活の継続に向けた支援に取り組んだ。
■ 高齢・障害のある被告人が身柄を釈放された後、円
滑な地域生活に必要な福祉サービスが利用できるよう、
3 人の新規依頼を含む 13 人に福祉サービスの利用手続
きや帰住先の確保等の支援を行った。（被疑者等支援業
務266回）　ほか

３.福祉サービスの質の向上
（１）福祉施設提供サービスの質の向上
■ 各種別協議会において職員研修・大会を47回開催（う
ちハイブリット4回、オンライン9回）し、延べ 3,847人・
23施設が参加した。
■ 「第9回九州保育三団体研究大会（7月17～18日）」
を開催し、実践発表を踏まえた研究協議を通じて、保
育サービスの質の向上や保育の重要性を広く発信するこ
とができた。参加者1,217人
■ 「第 42 回九州身体障害児者施設研究大会（9 月 25
～ 26 日）」を開催し、障害福祉施策の動向を共有する
とともに、実践事例に基づく研究協議を行うことで、今
後の障害福祉支援の充実につなげることができた。参
加者335人　ほか
（２）福祉人材の養成・確保・定着等の推進
■ 「福祉のしごと就職フェア」を 3 回実施し、求職者が
福祉施設事業所と直接対話し、就職活動等の機会を創
出することができた。
参加事業所 69法人、参加者 192人、採用者16人
■ 介護福祉士修学資金等貸付事業及び保育士修学資金
等貸付事業を実施し、資格取得支援並びに人材の確保
に努めた。
【決定状況】
介護福祉士修学資金等貸付事業 223件
保育士修学資金等貸付事業358件
■ 10 月 12 日に実施した介護支援専門員実務研修受講
試験は、受験者 631人のうち149人（前年度比－70人）
が合格し、合格率が23.6％( 前年比－6.5％)であった。
■ 福祉人材研修センターにおいて、社会福祉従事者の職
種別研修や「キャリアパス対応生涯研修課程」、民生委員
児童委員の研修等、全 18 コースの研修を実施し、従事
者等の資質向上を図った。（延べ 3,141人が受講）　ほか
（３）介護技術等の普及による介護意識の醸成
■ 介護実習・普及センターにおいて一般県民を対象に、
介護講座を通し、介護知識・技術の普及啓発を図った。
また、介護従事者向けの専門講座を開催し、介護従事
者のスキルアップ等を図った。
■ 「第13回福祉機器展2025」を7月4～5日に開催し、
県民の福祉用具に関する知識を広め、在宅介護の支援
に努めた（参加人数1,070人）　ほか

４. 明るい長寿社会づくり
（１）高齢者の生きがいと健康づくりの推進
■ 「第 16 回沖縄ねんりんピック（スポーツ交流大会、
文化交流大会）」（19 種目、2,612 人参加）、「第 16 回
かりゆし美術展」（出展数 179 点、1,356 人来場）を開
催した。また、「第 37 回全国健康福祉祭ぎふ大会」へ
選手団 96人（選手 90人、役員6人）の派遣及び美術
作品12作品の出品を行った。

■ 「沖縄県かりゆし長寿大学校」は、地域文化、健康
福祉、生活環境の 3 学科計 144 人に体系的な学習の場
を提供し、高齢者の生きがいと健康の保持・増進及び
地域活動の担い手の養成を図った。　ほか

５. 企画広報・助成・提言活動の推進
（１）調査研究・企画活動の強化
■ 総合企画委員会において、第 5 次計画の中間評価及
び計画の改定（案）の取りまとめを行い、理事会・評議
員会の審議を経て、第5次総合計画を改定した。　ほか
（２）福祉施策への提言・要請活動の強化
■ 県社会福祉施策・予算対策協議会において、社会福
祉施設等に対する物価高騰対策等の拡充やコミュニティ
ソーシャルワーカーの専任職員かつ正規職員の配置等、
各福祉施設・団体の要請内容を取りまとめ、県や市町村
に対し要請を行った。（県へ令和 7 年度要請 1 項目を含
む30 項目、市町村及び市町村議会へ 25項目）　ほか
（３）広報・啓発及び情報提供機能の強化
■ 「第 68 回沖縄県社会福祉大会」を 10 月 29 日に沖
縄コンベンションセンター劇場棟で開催した。　ほか
（４）資金助成による活動支援の推進
■ 令和 7 年度の社会福祉振興基金の一般助成として、
22 団体 44 事業に 14,713 千円の助成を行い、民間社
会福祉関係団体やNPO法人等の活動を支援した。
■ THANKS（サンクス）運動基金に寄せられた寄附金を財

源とした助成事業において 3 団体（こども冒険エコクラブ、
北谷町社協、与那国町社協）へ助成金を交付した。　ほか

６. 組織体制・財政基盤の強化
（１）組織体制・財政基盤の強化
■ 財政状況の推移や今後の課題について、職員と共通
認識を図るとともに、副部所長等で構成される財政計画
検討会、管理職で構成される策定会議を開催する等、
財政強化アクションプラン（仮称）の策定に取り組んだ。
■ 九州社会福祉協議会連合会の事務局として、全国・
九州各県・指定都市社協と連絡調整や九州各県の社会
福祉事業従事者等に対する顕彰を行った。また、令和
7 年 8 月の九州豪雨災害を受け、ブロック会議の開催、
被災地の情報提供、熊本県八代市社協への応援職員派
遣調整等を行った。
■ 県総合福祉センターの指定管理者として、公正な貸館
業務、建物・設備の維持管理・修繕整備等を適切に実施し、
施設利用者の安全性や利便性の向上に努めた。　ほか

令和7年度 沖縄県社会福祉協議会決算報告
Ⅰ 一般会計 収支の状況　※下記説明文のカッコ内は各事業の支出総額

人件費

事業費（※1）

事務費等

助成金

負担金・分担金

施設整備等支出

積立資産支出

その他の支出

支出計

当期資金残高

計

（※1）資金収支計算書の事業費487,089,079円の内、公益事業における貸付金支出が287,331,380円となっている。
（※2）事業活動計算書の事業費592,049,779円の内、公益事業における貸付金の償還免除額が392,292,080円となっている。

357,331,170

487,089,079

123,365,205

58,868,131

13,037,400

23,950,330

481,907,703

10,864,290

1,556,413,308

32,082,187

1,588,495,495

会費・寄付金収入

補助金収入

受託金収入

事業収入・利息

負担金収入

その他の収入

施設整備等補助金

基金取崩収入

積立資産取崩収入

貸付原資等補助金

前期末支払資金

計

32,571,542

184,720,688

309,260,612

156,242,768

32,846,382

78,934,635

21,090,806

886,666

350,326,558

394,216,000

27,398,838

1,588,495,495

支　出
資 金 収 支 計 算 書

（単位 : 円）

収　入
人件費

事業費（※2）

事務費・負担金等

助成金費用

減費・引当等

国庫取崩額等

国庫積立額等

積立金積立

その他の費用

法人税等

次期繰越差額

計

357,829,670

592,049,779

138,189,350

58,868,131

5,378,259

△ 440,607,308

415,306,806

76,829,548

2,503,925

1,966,900

19,000,786

1,227,315,846

会費寄附金収益

補助金等収益

受託金収益

事業収益

負担金収益

利息・売却益等

その他の収益等

施設整備等補助金

貸付原資等補助金

積立取崩額等

前期繰越差額

計

32,571,542

184,720,688

309,260,612

125,757,016

32,846,382

31,721,571

13,243,807

21,090,806

394,216,000

61,892,926

19,994,496

1,227,315,846

支　出
事 業 活 動 計 算 書

（単位 : 円）

収　入
流動資産

　現金預金

　未収金等

固定資産

　基本財産

　有形資産

　無形資産

　貸付金

　積立資産等

　徴収不能引当金

　　計

451,009,945

36,831,050

414,178,895

5,420,942,350

1,000,000

99,026,521

1,226,195

2,235,104,314

3,090,277,090

△ 5,691,770

5,871,952,295

流動負債

　未払金等

　賞与引当金

固定負債

　リース債務

　退職給付引当金

純資産

　基金・基本金

　国庫積立

　積立金等

次期繰越差額

　　  計

442,155,628

418,973,628

23,182,000

278,884,542

0

278,884,542

5,150,912,125

1,343,674,667

3,344,901,123

443,335,549

19,000,786

5,871,952,295

借　方
貸　借　対　照　表

（単位 : 円）

貸　方

Ⅱ　特別会計（生活福祉資金・要保護世帯向け生活支援資金・生活福祉資金貸付事務費・臨時特例つなぎ資金）収支の状況

人件費

事業費

事務費

貸付支出

流動資産評価損

施設等支出

積立・繰出等

国庫補助返還（※5）

支出計

当期資金残高（※6）

計

（※５）国庫補助返還1,407,835,045円は、令和6年度におけるコロナ特例貸付の償還金を国に返還したものである。
（※６）当期資金残高2,843,397,874円の内908,471,663円は、コロナ特例貸付の償還金で令和8年度において国への返還が見込まれている。なお、残額の1,934,926,211円は次年度以降の貸付原資等として活用される。
（※７）償還免除額2,513,714,348円は、その全額がコロナ特例貸付の償還免除額となっている。

152,852,561

606,605,182

81,093,553

109,267,203

118,685

481,300

98,476,135

1,407,835,045

2,456,729,664

2,843,397,874

5,300,127,538

補助金収入

貸付事業収入

受取利息

その他の収入

積立取崩収入

繰入金収入

前期末支払資金

計

21,602,000

1,118,650,868

52,867,709

12,627

715,803,058

90,910,376

3,300,280,900

5,300,127,538

支　出
資 金 収 支 計 算 書

（単位 : 円）

収　入
人件費

事業費

事務費

減費・引当

国庫補助取崩

償還免除額（※７）

繰入金費用

国庫補助返還

積立金積立額

次期繰越差額

計

161,279,026

606,605,182

81,093,553

31,479,198

△ 352,334

2,513,714,348

120,851,679

1,407,835,045

652,692

△ 2,096,965,842

2,826,192,547

補助金収益

貸付事業収益

受取利息

その他の収益

国庫補助取崩

繰入金収入等

その他の特別収益

前期繰越差額

国庫補助取崩等

積立金取崩額

計

21,602,000

27,172,339

52,867,709

12,627

931,184,618

122,949,750

956,087

△ 5,143,144,448

6,801,367,104

11,224,761

2,826,192,547

支　出
事 業 活 動 収 支 計 算 書

（単位 : 円）

収　入
流動資産

　現金預金

　未収金等

　徴収不能引当金

固定資産

　有形資産

　投資証券

　貸付金

　積立資産

　徴収不能引当金

　　 計

2,900,848,879

2,845,072,591

61,217,495

△ 5,441,207

36,854,350,460

1,090,293

804,033,000

23,094,050,333

13,195,440,750

△ 240,263,916

39,755,199,339

流動負債

　未払金等

　賞与引当金

固定負債

　長期未払金

　退職給付引当金

純資産

　国庫積立

　積立金

次期繰越差額

　　 計

72,524,212

62,892,212

9,632,000

57,520,352

0

57,520,352

39,625,154,775

41,512,590,278

209,530,339

△ 2,096,965,842

39,755,199,339

借　方
貸　借　対　照　表

（単位 : 円）

貸　方

141,075,433円
収益事業8.9％（帯グラフ・支出）

事業区分 構成比率【一般会計】 664,199,985円
社会福祉事業 42.1％

772,342,857円
公益事業49.0％

141,075,433円
収益事業8.9％

一般会計
収入の部

1,588,495,495円

一般会計
支出の部

1,556,413,308円

（円グラフ）【一般会計】収入・支出割合

（※３）積立金取崩の内418,439,897円は、公益事業で実施している各種貸付事業の積立金を取崩し今年度の貸付原資・事務費に充当しています。
（※４）積立支出の内374,020,769円、公益事業（貸付事業）にて受入れた次年度以降の貸付原資補助金等を積み立てたことによるものです。

補助金・受託金
57.2％

事業費・事務費
助成等
25.4％

事業収入・利息他
13.9％

積立金取崩・
繰入等（※３）
24.3％

貸付支出
18.5％

積立支出・
繰出他（※４）
33.2％

会費・寄附・負担金
4.1％

人件費
23.0％

▲ 広報啓発（福祉大会） ▲ 組織体制
（センター運営・こいのぼり掲揚式）
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沖縄県共同募金会 令和7年度事業実績概要

令和 7 年度 沖縄県共同募金会 収支決算書

実績報告および決算書などホームページで公開しております。　　https://akaihane-okinawa.jp/

共同募金運動の実施 （表1）令和7年度赤い羽根共同募金（一般募金）実績内訳

198,700,000

198,700,000

市町村一般募金
県共募取扱
合　計

138,496,855
17,871,344
156,368,199

69.7%

78.7%

144,731,831
33,903,132
178,634,963

▲ 6,234,976
▲ 16,031,788
▲ 22,266,764

募金内訳 令和7年度目標額 令和7年度実績額 達成率 令和6年度実績額 対前年度比較増減
（単位 : 円）

141,920,052 

47,268,989 

4,818,000 

450,000 

8,257,691 

1,678,000 

49,445,908 

7,230,510 

108,134,166 

369,203,316 

赤い羽根募金
配分金支出

支　出
資金収支計算書

（単位 : 円）

地域歳末
配分金支出
NHK歳末
配分金支出
共同募金以外
寄付金支出
災害義援金・
緊急配分金支出

中央分担金支出

事業費・
事務費支出
積立資産支出・
その他支出
当期末支払
資金残高

合　計

181,242,913 

49,757,034 

4,743,212 

500,000 

8,207,707 

1,564,213 

8,708,125 

3,901,600 

110,578,512 

369,203,316 

赤い羽根募金
収入

収　入

地域歳末募金
収入

NHK歳末募金
収入

共同募金以外
寄付金収入

災害義援金収入

事業等収入

その他の収入

積立資産
取崩収入
前期末支払
資金残高

合　計

141,920,052 

47,268,989 

4,818,000 

450,000 

8,217,691 

1,370,000 

51,808,216 

1,056,143 

7,161,685 

99,011 

66,724,670 

330,894,457 

赤い羽根募金
配分金費用

費用（支出）
事業活動収支計算書

（単位 : 円）

地域歳末
配分金費用
NHK歳末
配分金費用
共同募金以外
寄付金配分金費用

災害義援金費用

災害等準備金・
緊急配分金費用
事業費・
事務費等

減価償却費

災害等
準備金繰入

その他の特別損失

次期繰越活動
増減差額

合　計 合　計

181,242,913 

49,757,034 

4,743,212 

500,000 

8,207,707 

7,348,702 

19,182,837 

2,723,636 

3,170,299 

3,901,600 

50,116,517 

330,894,457 

赤い羽根募金
収益

収益（収入）

地域歳末募金
収益

NHK歳末募金
収益

共同募金以外
寄付金収益

災害義援金収益

事業収益・
配分金戻入
災害等準備金
取崩額
受取利息
配当金等収益
その他の
特別収益

積立金取崩額

前期繰越活動
増減差額

285,927,224 

241,273,408 

28,637,905 

15,200 

711 

16,000,000 

89,307,446 

3,000,000 

86,307,446 

375,234,670 

流動資産

資産の部
貸借対照表

（単位 : 円）

　現金預金

　事業未収金

　未収金

　仮払金

　次年度運動
　積立金

固定資産

　基本財産

　その他の
　固定資産

合　計

225,131,833 

37,262,096 

139,920,052 

605,511 

1,451,818 

45,892,356 

21,286,334 

128,816,503 

300,000 

61,791,833 

66,724,670 

375,234,670 

流動負債

負債の部

　事業未払金

　未交付配分金

　未払費用・
　職員預り金等
　仮受金・
　引当金

　災害等準備金

固定負債

純資産

　基本金

　その他の
　積立金
　次期繰越活動
　収支差額

合　計

（表3）令和7年度テーマ型募金実績一覧

24,874,714 14,466,242 10,408,472

募金実績額 前年度募金額 前年比差額

（単位 : 円）

りゅうちゃん子どもの希望募金

募金種別

（表4）令和7年度歳末たすけあい募金実績額

59,441,000
6,000,000
65,441,000

歳末たすけあい募金
NHK歳末たすけあい募金

合　計

49,757,034
4,743,212
55,507,036

83.70%
79.10%
83.30%

49,847,464
5,659,572
55,507,036

▲90,430
▲916,360

▲ 1,006,790

募金種別 目標額 募金実績額 達成率 前年度募金額 前年比

募金期間：令和7年12月（単位：円）

（表5）令和７年度災害たすけあい運動

令和7年台風8号
災害義援金配分委員会

岩手県共同募金会
石川県共同募金会
鹿児島県共同募金会
大分県共同募金会

令和7年台風第8号に伴う
災害義援金（大東島地方）

大船渡市赤崎町林野火災による災害義援金
令和6年能登半島地震災害
トカラ列島近海を震源とする地震災害義援金
令和7年大分市佐賀関大規模火災義援金

合　計

8,008,485

8,008,485

143,830

6,292
44,608
10,175
4,301

209,206

8,152,315

6,292
44,608
10,175
4,301

8,217,691

名　称 送金先 県共募集約 市町村取扱※ 計
（単位：円）

※「市町村取扱」は、沖縄県共募に集約せず、直接被災県共募へ送金した金額

（表6）令和7年度募金百貨店プロジェクト

サントリーフーズ沖縄㈱愛ちゃんと希望くんのチムぢゅらさプロジェクト
サンエー及びコープおきなわ店舗における
指定商品の売り上げ１本につき１円△ 62,580373,891 436,471

プロジェクト名称 協力企業 R7募金額 前年度募金額 前年比差額 寄附内容
≪Ａ配分≫（県域）
　広域事業配分
　生活困窮者緊急支援事業助成
　募金運動経費
　市町村事務費
　次年度運動積立金
　災害等準備金
≪Ｂ配分≫
　市町村事業配分
　　　　　　　計

78,598,054
19,994,000
2,000,000
20,278,000
14,000,000
16,000,000
6,326,054

96,873,052
175,471,106

区　　　分 配分内定額
（令和7年度事業）

（表2）令和7年度一般募金配分内訳表（令和8年度事業） （単位 : 円）

　令和７年10月から令和８年 3月まで実施した
赤い羽根共同募金運動には、1 億５千６３６万
円余の寄附が寄せられました。（表１）
　募金の内容としては、世帯ごとにお願いする戸別募金や学校募金が減
少傾向にある一方、個人募金は前年度より増額となり、結果として前年
度に比べ２千２２６万円余の減額となりました。令和６年度は、自民党か
らの寄附１７００万円を一般募金として受け付けていたことなどにより、
前年度と比べて大きく減少しております。
　集められた寄附金に災害等準備金の取り崩しを加えて、広域施設団体
の事業へ１千９９9万円余、41市町村の地域福祉事業として９千６８７万
円余の配分が内定し、その他、県募金へのA配分の内、5千660万円余りは、
共同募金運動経費、災害等準備金などに充てられています。（表２）

募金百貨店プロジェクトの取組
　企業や事業所が商品の売上の一部を共同募金へ寄附する「募金百貨店プロジェクト」が全国的に広がっています。
県内では令和５年度よりサントリーフーズ沖縄㈱による「愛ちゃんと希望くんのチムぢゅらさプロジェクト」がサンエー
及びコープおきなわの協力により実施されています。同プロジェクトによる寄附金は、令和７年度も生活困窮者支援団
体への助成金の一部に充てられました（表６）
　募金百貨店プロジェクトは、企業、事業所とともに消費者も購買を通じて募金に参加する仕組みとなっており、新
たな募金手法としての可能性が期待されます。

生活困窮者への緊急支援活動助成の取組
　近年の物価高騰などにより生活に困窮する人々への訪問活動や相談支援の取組を
円滑に進めるため、中央共同募金会の助成及び令和６年度の自由民主党寄附の一部
を活用して、４５９万６千円を10市町村社協へ助成しました。テーマ型募金の取組

　令和８年 1月から 3月にかけて、子どもの学びと育ちを支えることをテーマに琉球新報社と協働で「りゅうちゃん子
どもの希望募金」へ寄附を募り、２千４００万円余が寄せられました。
　集められた募金は、子ども食堂や居場所づくりなど子どもの支援活動に取り組んでいる団体や児童養護施設等 46
団体への助成が内定しています。（表３）

歳末たすけあい運動
　令和７年12 月1日から 28 日まで、「つながりささえあうみんなの地域づくり」をスローガンに歳末たすけあい運動
を市町村社会福祉協議会と協働で実施しました。
　市町村での募金額は、４千９７５万円余となり、令和６年度実績より９万円余の減となりました。県域の NHK 歳末
たすけあい運動での募金額も４７４万円余と、令和６年度実績を約 91万円下回る結果となりました。（表４）
　集められた浄財は、市町村社会福祉協議会を通じて地域の支援を必要としている方や、離島町村の要援護者世帯
への義援金として配分したほか、困窮世帯への支援活動を行う非営利団体へ助成を行いました。

災害たすけあい運動の実施
　令和７年７月に沖縄県大東島地方に
襲来した台風８号によって、家屋への
浸水など多大な被害が発生しました。
その後８月１日に沖縄県が災害義援金
配分委員会を設置したことから、日本
赤十字社県支部とともに災害義援金を
募集しました。本会へは８００万余円の
寄附が寄せられました。集まった義援
金は、県を通じて南大東村及び北大東
村の被災された方々へ義援金を被災者へ届けられることになっています。（表５）
　また、令和６年１月の能登半島地震、同年９月の能登豪雨災害、令和７年８月の熊本県豪雨に係る災害ボランティアセ
ンター運営費の不足が見込まれたことから、全国の共同募金会とともに令和４年度災害等準備金の一部を拠出しました。

赤い羽根
募金収入
49.1％

赤い羽根募金
配分金支出
38.4％

地域歳末配分金支出
12.8％

当期末支払資金残高
29.3％

前期末支払資金残高
30.0％

赤い羽根
募金収入
49.1％

赤い羽根募金
配分金支出
38.4％

地域歳末募金収入13.5％

地域歳末配分金支出
12.8％

NHK 歳末募金収入1.3％

NHK 歳末配分金支出
1.3％共同募金以外

寄付金収入 0.0％ 共同募金以外寄付金支出0.1％

中央分担金支出0.5％

事業費・事務費支出
13.4％

積立資産・その他支出
2.0％

当期末支払資金残高
29.3％

災害義援金・災害等準備金
配分金支出 2.2％

災害義援金収入2.2％

事業等収入0.4％

その他の収入 2.4％

積立資産取崩収入
1.1％

前期末支払資金残高
30.0％

収入の部
401,123,526円

支出の部
401,123,526円

※
※災害等準備金取崩等 19,102,907円含む
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強く
感じている
15.8％

ある程度
感じている
40.9％

あまり
感じていない
20.5％

全く
感じていない
2.9％

わからない
19.9％

連携先：高齢施設×社協

活動の背景：生活困窮や高齢などにより、自力で庭の
手入れや年末の清掃を行うことが困難な世帯が町内で
見受けられる中、社協の依頼を受けて、町内の社会福祉
法人や地域住民が協力し、支援を必要とする方を対象
とした年末清掃ボランティアを実施しました。

活動の詳細と成果：地域の独居高齢者宅の庭の草刈り
や落ち葉の片付けなどの年末清掃作業を行いました。
また、作業は安全に配慮し丁寧に実施され、庭が整えら
れたことで、支援を受けた方からは「きれいになって助
かった」との感謝の声が寄せられた。地域の協力のも
と、安心して年末を迎えられる環境づくりに貢献した活
動となりました。

４．複数法人連携の必要性が高まる
　今回の調査では、複数法人連携による公益的な取組の状況とあわせて、その必要
性についても調査しました。
　その結果、「強く感じている」（15.8％）、「ある程度感じている」（40.9％）を合わせ
ると、56.7％の施設が複数法人連携の必要性を感じていることが分かりました。
　複数法人連携による取組内容を見ると、特に「フードバンク・フードドライブ」
（41.9％）や「健康支援（介護予防教室等）」（36.8％）で割合が高くなっています。こ
れらの取組は、一つの法人だけでは対応が難しい資源や人材を補い合うことができ
るため、複数法人による連携が進んでいるものと考えられます。
　今回の調査結果からは、複数法人連携の実践はまだ限定的であるものの、その必
要性は多くの施設で認識されていることが分かりました。地域課題が複雑化・多様
化する中、それぞれの法人が持つ強みを活かしながら連携して取り組むことへの期
待が高まっています。

２. 地域とのつながりづくりや福祉教育の取組が進む
・「地域の関係者とのネットワークづくり」は 53.5％と最も高い割合となりました。前年度の 64.0％から10.5 ポイント
減少しましたが、自治会や民生委員、学校、行政、社会福祉協議会等との連携による地域行事や福祉まつりの開催、情報
交換会などを通じて、地域とのつながりづくりが継続して進められています。
・「福祉教育」は34.1%となり、前年度の28.0％から6.1ポイント増加しました。社会福祉協議会や学校との連携によ
る福祉体験学習や出前講座、施設見学の受入れなど、高齢者や障害のある方への理解を深める取組が広がっていま
す。こうした活動は、福祉への理解促進だけでなく、将来の福祉人材の育成にもつながることが期待されています。

　今回の調査結果からは、社会福祉法人が地域との繋がりを活かしながら、福祉教育や生活支援など幅広い分野で地
域住民を支える役割を担っていることが伺えました。また、地域との関係づくりを基盤として、地域課題の解決に向けた
具体的な取組が広がりつつあることも見えてきました。

取組内容総合ランキング

福祉教育（34.1％）

その他（34.4％）

地域の関係者との
ネットワークづくり
（53.5％）

実習生の受け入れ
地域行事・祭りへの参加

園庭開放等

社会福祉法人の地域における公益的な取組とは
　平成 28 年の社会福祉法改正により、社会福祉法人には福祉サービスの提供に加えて、地域住民が抱える課題の
解決に向けた「地域における公益的な取組」を行う責務が明確に位置付けられました。 ここでいう公益的な取組とは、
制度の狭間にある困りごとや、地域で顕在化しにくいニーズに対して、法人が持つ専門性・人材・施設機能を活かし
て支える活動を指します。
　本特集では、令和 7年度末に実施した「県内社会福祉施設における地域における公益的な取組実施状況調査」の結
果をもとに、「・地域とのつながりを深める工夫 ・複数法人が協働の必要性 と複数法人連携での取組」 などをご紹
介していきます。

１．公益的な取組が大きく広がる
　沖縄県社会福祉協議会では、県内社会福祉施設（544か所）
を対象に公益的な取組の実施状況や課題を把握するための調
査を実施致しました。（回答率：53.9％）
　調査の結果、公益的な取組を実施している施設は 93.2％と
なり、前年度（72.7％）から20ポイント以上増加しました。

～ 調査結果から見えた多様な取組 ～
県内社会福祉施設における公益的な取組実施状況

～ 調査結果から見えた多様な取組 ～

※一部イラストは、AIで生成しています。グラフは実データに基づき作成しています。

取り組みの実施状況（前年度との割合比較）単位％

複数法人
連携の必要性

100%
75%
50%
25%
0%

令和 6年

■ 実施している ■ 実施していない

72.7％

27.3％

93.2％

6.8％

令和 7年

地域における公益的な取組（複数法人間連携）事例

独居高齢者宅の清掃活動

連携先：高齢施設×障害施設×社協×
　　　　医療機関×行政×学校×教育機関

活動の背景：「安心していつまでも暮らせるまち」を実現したい
という想いから、町内の各種団体（多職種）が連携し、町民の多
様なニーズに応えられる体制づくりを進めています。

活動の詳細と成果：小中学校への出前講座において、高齢者
施設等の職員を講師に車いす体験などの福祉学習を実施する
ことで、より深く学習することができた。また、高齢者や認知症、
福祉施設に関する理解を促進する学習プログラムを作成につ
なげることができました。
さらに、福祉まつりの企画・開催などにも取り組み、多職種連
携による「学びの場づくり」を通じて、地域課題により柔軟に対
応できるようになり、活動の広がりと手応えを感じています。

専門職連携ネットワーク

複数法人連携による
取組ランキング

健康支援（36.8％）
［介護予防教室等］

就労支援（30.8％）

フードバンク・
フードドライブ
（41.9％）

特集
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一般求職者

45％
41％
学 生

（R8 年 3月卒業）

一般求職者

45％
41％

～ 効果的な事業の実施を目指して ～
生活福祉資金貸付事業 新任職員研修会を開催

制度の狭間に置かれた複雑化・複合化した地域生活課題への対応のための

～ 「気づき」と「つなぎ」と「寄り添い」で ～

「地域におけるヤングケアラー支援のポイント」発行

　「THANKS（サンクス）運動推進会議」では、「第Ⅱ期運動方針」に基づき、
制度のはざまにある課題への支援策を関係団体と連携して検討しています。その
一環としてヤングケアラーを取り上げ、関係者や有識者による部会で検討を行い、
その成果として令和8年3月に『地域におけるヤングケアラー支援のポイント～「気
づき」と「つなぎ」と「寄り添い」で～』を発行しました。
　本冊子は、ヤングケアラーへの理解を深め、その立場や思いを地域の住民や
関係者で正しく共有するとともに、どのように関わればよいかを具体的に理解する
ことを目的に作成しました。あわせて、THANKS（サンクス）運動と関連付けながら、
「地域の中でヤングケアラーをどのように支援していくか」に焦点を当てています。
　身近な子どもたちの様子に目を向けることをきっかけに、日常のさりげない見守
りや声かけといった行動へとつなげ、地域全体で支え合う取組の促進を目指して
います。今後は、地域福祉懇談会や各種研修会などで本冊子を活用し、関係者
間の情報共有や意見交換を通じて、地域における支援の輪のさらなる拡大につな
げていきます。

▲ 制度概要の説明を受ける参加者

　県社協では、福祉の仕事に興味のある方（求職者・学生等）と
福祉施設・事業所の『出会いの場』として、就職フェア（福祉施
設等合同説明会）を開催いたします。
　フェアでは、直接の面談等による求職・求人マッチングをはじめ、
来場者に対し、福祉の現場で働くやりがいを直接伝える『福祉の
魅力発信』の場となるよう企画いたします。県内福祉施設・事業
所の皆様の積極的なご参加・応募お待ちしてます。

　昨年開催した就職フェアでは、計 70 法人の求人施設・
事業所出展のもと、192 名（求職者162 名 /その他 31
名）の求職者等にご来場いただき、求職者と求人事業所
の出会いの場、福祉の仕事の魅力発信の場となりました。
　就職フェアをきっかけに、施設見学や面接に繋がった
ケースも多々あり、最終的に16 名の方が採用となりまし
た。求職者や学生へ施設・事業所を㏚できる機会として
「福祉のしごと就職フェア2026」をぜひご活用ください。

令和8年10月22日（木）
1回目（県内全域） 2回目（北部）

コザしんきんドーム（沖縄南インター入口近く）
（沖縄市諸見里２-１-１）

令和9年2月中旬頃
名護市民会館 中ホール
（名護市港 2-1-1）

福祉のしごと就職フェア2025開催
求人出展法人（高齢・障害・児童）募集中！
福祉のしごと就職フェア2025開催
求人出展法人（高齢・障害・児童）募集中！

問合せ先

下記URL 若しくは右記QRコードのホームページで
要項等を確認の上、令和 8年 7月27日までに
webでエントリーください。

【問い合わせ先】THANKS（サンクス）運動推進会議（事務局：県社協地域福祉部）
TEL：098-887-2000　MAIL：i-tiiki@okishakyo.or.jp

県福祉人材研修センター（098-882-5703）
https://www.okishakyo.or.jp/jinzai/

就職フェア2025　その後の進展状況一覧

（R8.3 月末）

参加費
無料
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7/27
まで
募集中

詳細
決まり次第
別途ご案内

ブース訪問者

職場見学

面　接

インターンシップ

採　用

職場見学

面　接

インターンシップ

採　用

522

36

32

1

16

22％

20％

0.6％

10％

93％

23％

19％

1％

16％

65

16

13

1

11

延べ人数 延べ人数
割 合

法人数
割 合

法人数
（全体数70）

0% 5% 10% 15% 20% 25%

学 生
（R8 年 3月卒業）

14％
学 生 （次年度以降卒業）

福祉のしごと就職フェア2025　法人進捗状況

福祉のしごと就職フェア2025　来場者内訳

23%

19%

1%

16%

23%

19%

1%

16%

申込方法

　生活福祉資金貸付事業では低所得者世帯、障害者世
帯又は高齢者世帯に対し、資金の貸付と必要な相談支
援を行うことにより、その経済的自立及び生活意欲の助
長促進並びに在宅福祉及び社会参加の促進を図り、安
定した生活を送れるようにすることを目的としています。
　県社協では、4月24日に「生活福祉資金貸付事業 新
任職員研修会」を沖縄県総合福祉センターで開催し、
市町村社協の生活福祉資金貸付担当職員85名が参加し
ました。
　冒頭に、今年度の県社協生活福祉資金担当職員体制
について紹介し、今年度における事業推進への協力を
お願いしました。
　午前の部では、県社協民生部職員より、生活福祉資
金貸付制度の基本的事項について説明を行いました。
制度の概要や、市町村社協における生活福祉資金相談
員の配置状況、各資金種類や償還業務の説明を通して、
新任職員の理解促進を図りました。

　午後の部では、「初回相談受付時の対応」というテー
マでロールプレイ形式の演習を行いました。実際の相
談窓口での対応を想定し、初めて貸付の相談に訪れる
地域住民に対し、生活福祉資金制度の趣旨を適切に伝
えるための方法を学びました。
　参加者からは、「生活福祉資金制度における相談員
の役割を自覚して日々の業務につきたいと思いました」 
「実際の相談業務を具体的にイメージすることができま
した。学んだことを業務に活かしたいです」といった感
想が寄せられました。

福祉のおしごと


